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   第 ２ 回   熊本県議会  決算特別委員会会議記録 

 

令和６年10月４日(金曜日) 

午後０時59分開議

            午後２時26分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第41号 令和５年度熊本県一般会計歳

入歳出決算の認定について 

 議案第52号 令和５年度熊本県市町村振興

資金貸付事業特別会計歳入歳出決算の

認定について 

 議案第55号 令和５年度熊本県公債管理特

別会計歳入歳出決算の認定について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(12人) 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 橋 口 海 平 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 楠 本 千 秋 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 末 松 直 洋 

        委  員 竹 﨑 和 虎 

        委  員 西 村 尚 武 

        委  員 本 田 雄 三 

        委  員 亀 田 英 雄 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 総務部 

         部 長 小金丸   健 

  理事兼県央広域本部長 

兼市町村・税務局長 中 村 誠 希 

       政策審議監 坂 野 定 則 

      総務私学局長 枝 國 智 子 

        人事課長 寺 本 和 央 

        財政課長 元 田 啓 介 

    県政情報文書課長 坂 本 久 敏 

      総務厚生課長 帆 足 朋 和 

      財産経営課長 松 尾 亮 爾 

      私学振興課長 松 村 加奈子 

 首席審議員兼市町村課長 阿 南 周 造 

      消防保安課長 楠   ゆみ子 

        税務課長 花 房   博 

――――――――――――――― 

出納局職員出席者 

    会計管理者兼出納局長 川 元 敦 司 

    会計課長 川 上 竜 也 

――――――――――――――― 

監査委員・同事務局職員出席者 

        監査委員 藤 井 一 恵 

          局 長 小 原 正 巳 

監査監 坂 本 誠 也 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 槇 原 俊 郎 

       議事課主幹 平 江 正 博 

――――――――――――――― 

  午後０時59分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、ただいまから

第２回決算特別委員会を開会いたします。 

 本日から審査に入りますので、委員及び執

行部の皆様の御協力をお願いします。 

 次に、決算審査方針についてお諮りしま

す。 

 お手元に配付しております令和６年度決算

特別委員会審査方針(案)を担当書記に朗読さ

せます。 

 

○担当書記 令和６年度決算特別委員会審査

方針(案)。 

  本委員会は、令和５年度予算の執行状況

等について、次のような審査方針の下で、

執行部の説明及び監査委員の意見を聴取し

ながら、慎重に審査を行う。 
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１ 予算の執行は、議決の趣旨に沿って、

合理的かつ効率的に行われ、所期の目的

が達成されたか。 

  (1) 歳入は適正に確保されたか。 

  (2) 歳出の執行に遺憾な点はなかった

か。 

  (3) 主要な施策はいかに達成された

か。 

２ 財産管理は十分であったか。 

３ 執行体制に問題はなかったか。 

４ 法令違反等はなかったか。 

５ 前年度決算特別委員会の指摘事項は、

どのように処理されたか。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 決算審査方針は、この案

のとおりでよろしいでしょうか。 

  （「はい」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認め、今

後、この方針に沿って審査を進めることとい

たします。 

 これより、本委員会に付託された一般会計

及び各特別会計決算の審査に入ります。 

 まず、川元会計管理者から、着座のまま、

挨拶と決算概要説明をお願いいたします。 

 

○川元会計管理者 会計管理者の川元でござ

います。 

 執行部を代表いたしまして、一言御挨拶申

し上げます。 

 令和５年度の一般会計及び特別会計の決算

につきまして、地方自治法第233条の規定に

基づき、歳入歳出決算書の調製等を行い、９

月定例会に監査委員の決算審査意見書を付し

て、決算の認定に係る議案の提出を行ってい

るところです。 

 なお、企業局、病院局並びに流域下水道事

業の企業会計に係る決算につきましても、地

方公営企業法に基づき、同様の手続を行って

おります。 

 今後、本委員会において、部局ごとに御審

議をいただき、その後、定例会において決算

の認否について御採決をお願いすることにな

ります。 

 内野委員長、橋口副委員長をはじめ委員の

皆様方におかれましては、御審議、御指導の

ほど、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、令和５年度における一般会計

及び特別会計の決算概要を説明いたしますの

で、このＡ４縦で、中心に決算の概要と書い

てある資料をお手元に御準備ください。 

 １ページをお願いいたします。 

 最初にお断りでございます。 

 表は100万円単位で記載しておりますが、

概況などの説明は億円単位の単位未満切捨て

で説明いたしますので、よろしくお願いいた

します。 

 まず、一般会計決算における(1)決算収支

の状況でございます。 

 記載の表は、令和５年度の決算状況につい

て、令和４年度と比較したものでございま

す。 

 表の下の概況を御覧ください。 

 一般会計の決算額の歳入は9,704億円で、

前年度に比べ738億円の減少、歳出は9,276億

円で、前年度に比べ766億円の減少となって

おります。 

 また、歳入歳出差引き額、いわゆる形式収

支については、427億円と前年度に比べ28億

円の増加、翌年度へ繰り越すべき財源は、

133億円と前年度に比べ66億円の減少、実質

収支は、これは形式収支から繰り越すべき財

源を除いたものですが、294億円と前年度に

比べ95億円の増加となっております。 

 続きまして、２ページ上段の図１を御覧く

ださい。 

 この図は、過去10年間の決算規模の推移を

示しております。 

 決算額は、過去最大となった令和３年度か

ら暫減しているものの、令和２年７月豪雨災
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害や新型コロナウイルス感染症対策関係経費

等の影響により、依然として高い水準となっ

ております。 

 ３ページをお願いいたします。 

 (2)歳入の状況でございます。 

 ４ページのポイントと記載したところを御

覧ください。 

 歳入の主な増加要因としては、県債管理基

金繰入金の153億円の増加がございます。 

 歳入の主な減少要因としては、国庫支出金

が813億円の減少となっており、これは主に

新型コロナウイルス感染症関係の交付金の減

少によるものでございます。 

 次に、(3)歳出の状況でございます。 

 ５ページ上段のポイントと記載したところ

を御覧ください。 

 歳出の主な増加要因としては、職員等退職

手当基金積立金の皆増72億円を含む総務費 

178億円の増加がございます。 

 歳出の主な減少要因としては、衛生費が 

489億円、商工費が442億円の減少となってお

り、これは主に新型コロナウイルス感染症関

係の事業費の減少によるものでございます。 

 次に、(4)翌年度繰越の状況でございま

す。 

 ６ページ上段の概況を御覧ください。 

 翌年度への繰越額は1,509億円で、前年度

と比べ106億円の減少となっております。 

 次に、(5)不納欠損の状況でございます。 

 不納欠損額は2.5億円となっており、前年

度と比べ0.5億円の増加となっております。

 内訳は、県税が全体の約８割を占めており

ます。 

 次に、(6)収入未済額の状況でございま

す。 

 収入未済額は25億円で、前年度と比べ２億

円の増加となっております。 

県税が全体の約７割を占めております。 

 ７ページをお願いいたします。 

 (7)不用額の状況でございます。 

 不用額は563億円で、前年度に比べ48億円

の減少となっております。 

金額が大きいものとしましては、衛生費が

137億円で、これは新型コロナウイルス関係

費用の減などによるものでございます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 次に、特別会計決算について御説明いたし

ます。 

 まず、(1)決算収支の状況でございます。 

 その表は、15の特別会計のそれぞれの額を

合計し、特別会計全体の決算収支の状況とし

てまとめたものでございます。 

 表の下の概況を御覧ください。 

 特別会計全体の決算額は、歳入が3,312億

円で、前年度と比べ70億円の増加、歳出は 

3,123億円で、前年度と比べ26億円の増加と

なっております。 

 なお、実質収支は171億円で、前年度と比

べ30億円の増加となっております。 

 ９ページをお願いいたします。 

 (2)会計毎の歳入歳出の状況でございま

す。 

 15の特別会計、それぞれの歳入、歳出の状

況と下段に過去５年間の合計額の推移をまと

めております。 

 10ページをお願いいたします。 

 (3)翌年度繰越の状況でございます。 

 主なものとしては、高度技術基盤整備事業

等特別会計が14億円、港湾整備事業特別会計

が10億円の繰越しを行っております。 

 次に、(4)不納欠損の状況でございます。 

 表では、令和５年度は全てゼロと記載して

おりますが、実際には、表の下の注意書きに

ありますように、母子父子寡婦福祉資金特別

会計で17万円の不納欠損処分を行っておりま

す。 

 次に、(5)収入未済額の状況でございま

す。 

 ６つの特別会計で、貸付金の償還金など、

合計32億円の収入未済額があり、前年度と比
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べほぼ横ばいとなっております。そのうち、

中小企業振興資金特別会計が全体の約９割を

占めております。 

 11ページをお願いいたします。 

 (6)不用額の状況でございます。 

 不用額は、特別会計全体で74億円となって

おり、前年度と比べ８億円の増加となってお

ります。 

 12ページをお願いいたします。 

 次に、財産に関する調書として、13ページ

にかけまして、財産ごとに決算年度中の増減

高や年度末現在高を取りまとめております。

それぞれの説明は省略させていただきます。 

 続いて、14ページから16ページにかけまし

て、参考資料でございまして、10年間の決算

額の推移、それから39あります基金の残高一

覧、それから、令和４年度になりますが、九

州各県の決算一覧を添付しておりますので、

後ほど御覧ください。 

 以上で決算の概要の説明を終わらせていた

だきます。 

詳細につきましては、各部局からそれぞれ

の審議の中で御説明させていただきます。 

 それでは、委員の皆様方には、長期にわた

り御審議いただきますが、何とぞよろしくお

願い申し上げます。 

 説明は以上です。 

 

○内野幸喜委員長 次に、藤井監査委員から

決算審査意見の概要説明をお願いいたしま

す。 

 

○藤井監査委員 監査委員の藤井でございま

す。 

 ４人の監査委員を代表して、決算審査意見

の概要を御説明いたします。 

 着座にて失礼いたします。 

 お手元の青色の冊子、令和５年度熊本県歳

入歳出決算及び基金の運用状況に係る審査意

見書を御覧ください。 

 １ページをお願いいたします。 

 第１の審査の対象は、一般会計と15の特別

会計であります。 

 第２の審査の方法ですが、記載しておりま

す４点に主眼を置きながら、関係部局に必要

な資料及び説明を求め、慎重に審査をいたし

ております。 

 次に、第３の審査の結果及び意見のうち、

審査の結果でございます。 

 これは全体的な結論になりますが、決算書

等の計数につきましては、関係書類の計数と

符合し、いずれも正確であることを確認して

おります。 

 また、財務に関する事務の執行において

は、一部に改善または留意する事項が見受け

られましたが、預け金や差し替えなどの不適

正な経理処理の事例は認められず、おおむね

適正かつ効率的、効果的に処理されていると

認められました。 

 ２ページをお願いいたします。 

 ２の審査意見の(1)財政状況等についてで

すが、先ほど川元会計管理者から説明があり

ましたので省略させていただき、下のほうか

ら記載しております主な財政指標等について

御説明いたします。 

 すみません、３ページの上の表を御覧くだ

さい。 

 財政調整用４基金残高は582億円余、一般

財源不足への対応等により、前年度に比べ57

億円の減少、また、２段目の通常県債残高

は、9,076億円余と前年度に比べ192億円余増

加しておりますが、増加率は2.1％で、抑制

基調は維持されていると捉えております。 

３段目の経常収支比率、また、４段目と５

段目の財政健全化判断比率となる実質公債費

比率、将来負担比率は、いずれも上昇してお

ります。 

 以上を踏まえまして、今後の景気動向や地

方財政をめぐる状況の変化等に的確に対応で

きるよう、国への財政支援を継続的に働きか
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けるとともに、引き続き、行財政改革の取組

を推進し、財源の確保を図っていく必要があ

るとの意見を付しております。 

 続いて、(2)未収金の状況についてです。 

 一番下にあります表のとおり、令和５年度

の未収金は、県税で17億5,300万円余、県税

以外で40億5,700万円余であり、総額は58億

1,100万円余、前年度よりも２億5,100万円余

増加しております。 

 ４ページをお願いいたします。 

 アの県税の未収金、イの県税以外の未収金

について、それぞれ解消に向けた熱心な取組

が行われておりますが、一方で新たな未収金

の発生も見られております。 

 結びとして、今後とも、歳入の確保や負担

の公平、公正の維持の観点から、個別の事情

に留意しつつ、効果的な回収に努め、未収金

の縮減を図るとともに、新規未収金の発生防

止のための対策を着実に講じていく必要があ

るとの意見をつけさせていただいておりま

す。 

 続いて、(3)財務事務の執行状況について

です。 

 昨年度の定期監査の結果ですが、255機関

を監査し、全体としておおむね適正に処理さ

れている中、表にありますとおり、一部に改

善を要する課題などが353件ございました。 

 その下、財務事務の執行における主な課題

のところで、幾つか事例を御紹介いたしま

す。 

 アの収入事務ですが、課税誤りの例とし

て、地方税法改正に伴う県税条例の改正が遅

れたことで自動車税を過大に徴収したことと

なり、還付したものがございました。 

 ５ページをお願いいたします。 

 イの支出事務では、昨年度に続き、支払い

の遅れによる遅延利息の発生が複数の所属で

見られ、また、国庫負担金の返還事務の遅れ

により延滞金が発生し、県が全額負担したも

のがございました。 

 ウの物品管理事務では、公用車を車検切れ

のまま使用したもの、重要備品を許可なく処

分し、亡失したものがございました。 

 エの財産管理事務では、県有施設内で倒木

による車の毀損事故が発生しています。 

 最後に、その他として、個人情報が漏えい

した事例が、委託先も含めて複数の所属で見

られており、最低制限価格の誤りなど、職員

による不適切な事務処理も発生しておりま

す。 

 ６ページをお願いします。 

 まとめとなりますが、課題件数は増加し、

増加分の約９割、全体で見ても６割以上が収

入及び支出事務に関するもので、いずれの事

務も基礎的な確認の不徹底によるものが目立

っております。 

 これらの課題は、担当職員の不注意や理解

不足、組織的なチェック体制の不備が大きな

要因であります。 

 全庁的に見ますと、これまでの職員削減に

加え、多様な人材の任用、新規採用等によ

り、庶務経理に不慣れな職員が増加し、財務

部門が弱体化していること、また、通常業務

に加え、豪雨災害からの復旧、復興や新たな

課題への対応など、各所属の業務量の増加も

要因として考えられます。 

 このため、研修等による個々の職員の資質

向上とともに、組織的な支援、チェック体制

の強化を図る必要があります。また、庶務経

理等の分野に精通し、各所属で指導力が発揮

できる人材を育成していくことが重要と考え

ます。 

 さらに、現在進めておられます行政手続の

ＤＸを積極的に推進し、ミスが生じにくい環

境づくりに取り組む必要があり、あわせて、

事務事業の見直しや業務の効率化に取り組

み、組織全体で適正な事務処理が行われるた

めの体制づくりを進めていただきたいと思い

ます。 

 加えて、個人情報の漏えい事案が報告され
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ておりますが、個人情報の重要性に鑑み、研

修等を通じて職員の個人情報に関する意識づ

けをさらに行っていただくとともに、業務委

託先も含め、個人情報を取り扱う事務のチェ

ック体制、漏えい防止策を強化、徹底してい

ただきたいとの意見をつけております。 

 続いて、(4)くまもと新時代共創に向けた

取組として、総括的な意見を申し上げます。 

 本県では、策定予定の基本方針、総合戦略

「くまもと新時代共創」の下、県民が主人公

の県政を目指し、豪雨災害からの復旧、復興

をはじめ、ＴＳＭＣ関連の取組など、様々な

課題にスピード感を持って全庁を挙げた取組

が求められています。 

 一方で、公共施設の老朽化が進む中、改修

などの長寿命化はもとより、県有財産の効果

的な活用などに向け取り組んでいく必要があ

ります。 

 そのためには、安定的な財源の確保や効率

的な予算執行が不可欠であり、引き続き、国

への要望や事業の選択と集中の徹底、将来負

担を考慮した予算編成など、持続可能な財政

運営に取り組んでいただきたいと考えます。 

 ７ページですが、県職員が一丸となって県

政の課題等に取り組まれているところです

が、ワーク・ライフ・バランスの悪化やメン

タル不調職員の増加も懸念されます。 

 県民が主人公の県政を進めるには、まずも

ってそれを下支えする県の組織で、職員がや

りがいを感じ、生き生きと安全、安心に仕事

ができる環境を整備することが極めて重要だ

と思います。職員の健康管理はもちろん、様

々な働き方の見直しに取り組んでいただきた

いと考えております。 

 さらに、不足する技術職員をはじめ、必要

な人員の採用等による行政体制の確保、デジ

タル活用を含め、抜本的な事務事業の見直

し、業務効率化をしっかりと進めていただき

たいと思います。 

 加えて、先ほど述べましたように、事務処

理の誤りは県民の大きな不利益につながるお

それもあり、県民の信頼を損なうことがない

よう、これまで以上に全庁的にバランスの取

れた人材の配置、育成にも努めていただきた

いと考えております。 

 以上が決算審査意見の概要でございます。

よろしくお願いいたします。 

 

○内野幸喜委員長 これから各部局の審査に

入りますので、会計管理者は、ここで所定の

席へ移動をお願いいたします。 

   (会計管理者、席を移動) 

○内野幸喜委員長 それでは、総務部の審査

を行います。 

 まず、執行部の説明を求めた後に、一括し

て質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のままで簡潔にお願いしま

す。 

 それでは、総務部長から総括説明を行い、

続いて、担当課長から順次説明をお願いしま

す。 

 初めに、小金丸総務部長。 

 

○小金丸総務部長 総務部小金丸です。 

 令和５年度決算の御説明に先立ちまして、

前年度の決算特別委員会において御指摘のあ

りました施策推進上改善または検討を要する

事項等のうち、総務部関係につきまして、そ

の後の措置状況を御報告いたします。 

 前年度の決算特別委員会では、各部局共通

事項として１点、総務部の事項として１点の

御指摘がございました。 

 お配りしておりますお手元の令和５年12月

定例会決算特別委員長報告の12ページに記載

されておりますので、併せて御覧いただきた

いと思います。 

 まず、12ページの各部局共通事項の２点

目、12ページの左上のところでございます。

 ｢公務員志望者が減少傾向にある中で、今後
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本県において適切に職員を確保していくため

には、時間外勤務状況の的確な把握や勤務評

価を適正に行うとともに、業務量に応じた人

員の配置や働きやすい環境を整備するなど魅

力ある職場づくりを推進すること。また、職

員定数管理の見直しを行うこと。」という御

指摘でございます。 

 まず、時間外勤務については、上限規制の

適切な運用や職員のパソコンの使用時間記録

を活用し、各所属において職員の勤務実績を

確認するとともに、勤務間インターバル制度

の施行により、職員のワーク・ライフ・バラ

ンスの実現に向けて取り組んでいます。 

 さらに、人員配置については、各所属の業

務量や時間外勤務の状況等も踏まえた上で、

各部局と協議を行いながら、適正な職員配置

を実施しております。 

 以上の取組により、令和５年度は、前年度

に比べ、１人当たりの年間平均時間外勤務数

は約１割減少しました。 

 また、働きやすい職場づくりについては、

男性育休の推進や時差出勤制度の運用、勤務

間インターバル制度の本格施行など、職員の

生活時間を確保し、ライフスタイルに合わせ

た働き方が選択できるよう配慮するととも

に、パワハラをはじめとするハラスメントの

未然防止のための全所属長向けの研修を実施

しましたが、今後はカスタマーハラスメント

対策にも取り組んでまいります。 

 次に、職員定数管理につきましては、令和

６年６月に新たな熊本県職員の定員管理の基

本方針を策定しました。 

 今後４年間の職員の目標数については、令

和６年度の実績数4,151人を維持するのでは

なく、令和２年度に策定した定員管理方針で

目標としていた令和６年度の職員数4,229人

を維持させることとしております。これによ

り、職員数は、現在から約80人増加すること

となります。 

 なお、定年引上げ期間中も、定年退職のあ

る年度とない年度の採用数を平準化し、新採

職員を継続的に確保していく方針です。 

 今後も、適切に職員を確保していくため、

魅力ある職場づくりの推進に取り組んでまい

ります。 

 次に、12ページの総務部の事項、「熊本地

震復興基金については、基金の設置期間10年

間という期限の中で、引き続き有効に活用さ

れるよう努めること。」という御指摘でござ

います。 

 熊本地震復興基金は、県及び市町村が、復

旧、復興に向け、地域の実情に応じ、被災者

の生活再建支援、コミュニティーの再生、産

業、教育、文化振興等の様々な事業を執行す

るに当たり、単年度予算の枠に縛られずに、

制度の隙間を埋め、弾力的に対処できる資金

として、平成28年10月に造成、設置いたしま

した。 

 基金の設置期限は令和８年12月末とし、基

金の規模は、特別交付税510億円、宝くじ交

付金13.2億円の計523.2億円であります。 

 523.2億円の配分計画としましては、被災

が大きかった市町村へ一括交付し、市町村が

自主的に執行する創意工夫分に100億円、県

が活用事業の統一ルールを定め、県または市

町村が執行する基本事業分に373.2億円、県

の広域的課題分に50億円としております。 

 執行状況としましては、創意工夫分は、平

成29年度に対象30市町村へ一括交付し、市町

村において基金の趣旨に沿って適切に活用さ

れるよう、助言及び管理をしています。 

 次に、基本事業分は、令和４年度までに県

と市町村において311億円が執行済みで、今

後の執行予定を含めますと、323.2億円とな

ります。 

 このため、基金の設置期限が迫る中、県分

も含めた差引き残余となる50億円を、令和５

年度に、復旧、復興の総仕上げとして、各市

町村における残された課題の解決が進むよ

う、被災規模等に応じ、全市町村に一括で交
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付しました。 

 今回一括交付した分についても、市町村に

おいて適切に活用されるよう、助言及び管理

をしてまいります。 

 また、県の広域的課題分は、今後、創造的

復興に資する広域的課題への対応に活用して

いく予定です。 

 続きまして、総務部の令和５年度決算概要

について御説明させていただきます。 

 お手元の決算特別委員会説明資料、総務部

と表紙に記載しております資料により御説明

いたします。 

 まず、１ページの令和５年度歳入歳出決算

総括表を御覧ください。 

 総務部の決算に関連します会計は、一般会

計、全国型市場公募地方債の発行に係る公債

管理特別会計、市町村が行う公共施設の整備

事業等に係る市町村振興資金貸付事業特別会

計の３会計でございます。 

 これらの３会計を合わせた歳入の決算状況

でございますが、収入済額は8,071億8,335万

円余、不納欠損額は２億422万円余、収入未

済額は18億440万円余となっております。 

 不納欠損額と収入未済額の主なものは、県

税及びその加算金に係るものでございます。 

 次に、３会計を合わせた歳出の決算状況で

ございますが、支出済額は3,555億3,763万円

余、繰越額は17億4,691万円余、不用額が39

億4,832万円余でございます。 

 不用額の主なものは、物価高騰重点交付金

を財源とする市町村事業への交付金の執行

残、人件費の執行残、入札や経費節減に伴う

執行残などでございます。 

 以上が総務部の令和５年度歳入歳出決算の

概要でございます。 

 詳細につきましては、各課長から説明いた

しますので、御審議のほどよろしくお願いい

たします。 

 

○内野幸喜委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。 

 決算の説明に入ります前に、本年度の定期

監査における指摘事項について申し上げま

す。 

 総務部の指摘事項は、県政情報文書課及び

税務課において指摘がありました。後ほど担

当課長から御説明いたします。 

 それでは、人事課の決算について説明いた

します。 

 説明資料の２ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにありません。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 ３ページをお願いします。 

 まず、総務管理費のうち一般管理費でござ

いますが、職員40名分の給与費及び人事課で

一括管理しております知事部局職員の災害対

応等に伴う時間外勤務手当等でございます。

 不用額１億4,114万円余の主なものは、人

事課で一括管理している時間外勤務手当の執

行残でございます。 

 次に、下段の人事管理費でございますが、

知事部局職員の退職手当及び課の運営費等で

ございます。不用額６億3,328万円の主なも

のは、退職手当の執行残でございます。 

 人事課は以上です。 

 

○元田財政課長 財政課でございます。 

 続きまして、資料４ページをお願いいたし

ます。 

 当課は、一般会計と特別会計がございま

す。 

まず、一般会計から御説明させていただき

ます。 

 ４ページ、歳入につきまして、当課でも不

納欠損額及び収入未済額はございません。 

 予算現額と収入済額との比較の欄を御覧い
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ただきますと、主立ったものを御説明させて

いただきます。 

 ５段目の地方揮発油譲与税で１億1,000万

余、最下段の特別法人事業譲与税で30億円余

の増となっております。 

これは、譲与額の決算額が予算上の見込額

を上回ったものでございます。 

 下の５ページ、２段目、地方交付税で18億

3,000万円余の増となっております。 

これは、交付額の決算額が予算上の見込額

を上回ったものでございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 最下段の平成28年熊本地震復興基金繰入金

ですけれども、２億3,000万余の減となって

おります。 

これは、基金活用事業の執行額が見込みを

下回ったため、基金からの繰入額が少なくな

ったことによるものです。 

 下の７ページ、４段目の宝くじ収入につき

まして、２億5,000万余の増となっておりま

す。 

これは、宝くじの売上げが予算上の見込み

を上回ったことによるものでございます。 

 ８ページをお願いいたします。 

 ８ページから、県債収入が続いてまいりま

す。全て調定額どおりに収入されておりま

す。 

 なお、予算現額と収入済額の比較の欄で、

県債全体の合計で683億8,000万円余の減とな

っております。 

これは、県債を財源とします事業の予算を

翌年度に繰り越したことなどによる差額でご

ざいます。 

 県債が16ページまで続いてまいります。 

 最後の16ページ、最下段、調整債の欄を御

説明させていただきます。 

 21億円の減となっておりますけれども、こ

れは、地方譲与税などの一般財源収入の増に

よりまして、調整債を借りる必要がなくなっ

たことによるものでございます。 

 その他県債に係る各事業の執行状況につき

ましては、各部局の審査において御説明させ

ていただきます。 

 続きまして、17ページは歳出でございま

す。 

 最下段の予備費でございますけれども、当

初予算額２億円のうち、１億5,000万円余の

予備費を充用し事業を執行いたしましたの

で、4,000万円余が不用額となっておりま

す。 

 18ページをお願いいたします。 

 公債管理特別会計でございます。 

 この特別会計は、市場公募債や借換債の返

済を管理するものでございます。 

 歳入につきましては、いずれも調定額どお

りに収入されており、不納欠損額、収入未済

額はございません。 

 19ページ、歳出でございます。 

 市場公募債や借換債に係る元金及び利子の

償還金並びに発行手数料等でございます。 

 財政課は以上でございます。 

 

○坂本県政情報文書課長 県政情報文書課で

ございます。 

 まず、監査結果指摘事項の資料をお願いい

たします。１枚紙の資料でございます。 

 １、郵便後納料金に係る支払い遅延につい

てでございます。 

 事案の概要を御覧ください。 

 本件は、支払い事務手続において、会計課

から添付書類漏れによりファイルが返却され

ましたが、当課の担当者は、支払い処理が完

了したものと思い込み、ファイルを書棚に保

管してしまいました。 

このため、郵便局から問合せがあるまで未

払いとなっていることに気づかず、７日分の

延滞利息が発生したものです。 

 対応状況としまして、会計課から返却され

たファイルの中を確認しなかったことが主な

原因ですので、必ず中を確認するよう徹底し
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ました。また、複数の職員が、毎週、財務会

計システムにおいて支払い漏れがないか、組

織的に確認するよう改めました。しっかりと

再発防止を徹底してまいります。 

 続きまして、説明資料の冊子の20ページを

お願いいたします。 

 歳入につきまして、不納欠損額、収入未済

額ともにございません。 

 ２段目の国庫補助金は、新型コロナ臨時交

付金でございます。 

 内訳について、備考欄を御覧ください。 

 過去の行政文書一覧の電子化及び県立大学

の新型コロナ対応に係る交付金で、事業費に

応じた額の交付を受けたものでございます。 

 21ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明します。 

 ３段目の文書費は、文書事務費等でござい

ます。 

これは、行政文書の管理等に要する経費

で、備考欄に支出済額の内訳を記載しており

ます。各事業とも大きな不用額はございませ

ん。 

 最後に、22ページをお願いいたします。 

 下段の大学費は、県立大学に対する支援事

業に要する経費で、不用額は、新型コロナ臨

時交付金を活用したデジタル環境整備や衛生

環境改善等に係る執行残でございます。 

 県政情報文書課は以上です。 

 

○帆足総務厚生課長 総務厚生課でございま

す。 

 23ページをお願いします。 

 まずは歳入でございますが、不納欠損額、

収入未済額はございません。 

 24ページをお願いいたします。 

 歳出でございます。 

 中段の人事管理費でございますが、支出済

額５億8,530万円余となっております。その

内訳は、備考欄に記載のとおりでございま

す。 

不用額3,200万円余の主なものとしまして

は、庶務事務システムにおける改修経費や定

期健康診断等の執行残などによるものでござ

います。 

 総務厚生課は以上です。 

 

○松尾財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 説明資料25ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてでございますが、不納

欠損額はございません。 

 最下段の財産売払収入が1,300万円余ござ

いますが、これは、芦北高校校長宿舎など３

件の未利用県有財産の売却収入でございま

す。 

 なお、この詳細につきましては、附属資料

の11ページに記載しております。 

 26ページをお願いいたします。 

 一番下の段、雑入の収入未済につきまして

は、後ほど御説明いたします。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 説明資料27ページをお願いいたします。 

 中段の財産管理費ですが、不用額の６億 

1,000万円余につきましては、県庁舎及び総

合庁舎の維持管理業務委託に係る入札等に伴

う執行残でございます。 

 下段の災害復旧費ですが、不用額の4,800

万円余につきましては、防災センターの什器

購入の入札残に伴う執行残でございます。 

 次に、繰越しとなった事業について御説明

いたします。 

 附属資料のほうの１ページをお願いいたし

ます。 

 １段目の県庁舎維持補修費、２段目の県庁

舎等施設ＬＥＤ導入事業費、３段目の総合庁

舎等施設整備事業費ですが、事業に必要な資

材等の納入に時間を要したことにより繰り越

したものでございます。 

 ４段目の財産利活用推進事業費ですが、県
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有施設の長寿命化保全計画の策定において、

令和５年度から６年度の２か年の債務設定に

よる計画策定業務委託であることから繰り越

したものでございます。 

 なお、いずれの事業も年度内に完了する予

定でございます。 

 次に、収入未済について御説明いたしま

す。 

 附属資料の５ページをお願いいたします。 

 ５ページ、４の未収金対策でございます

が、令和４年７月に、県庁南側駐車場の入り

口ゲートバーを破損した利用者と県におい

て、損害額11万円余の支払いに係る示談契約

を締結し、分割納付されているものでござい

ます。納付は滞りなく履行されております。 

 財産経営課は以上です。 

 

○松村私学振興課長 私学振興課でございま

す。 

 30ページをお願いします。 

 まず、歳入についてですが、収入未済額が

５万円あります。 

 これは、奨学のための給付金について、シ

ステム入力の誤りにより過大給付を行ったも

のです。現在、回収に取り組んでおります

が、債務者の方は生活保護受給中で、生活困

窮状態にあるため、まだ回収に至っておりま

せん。今後も、債務者の方の生活状況に配慮

しながら、回収に取り組んでまいります。 

 28ページをお願いいたします。 

 予算現額と収入済額との差が大きいものに

つきまして、先に歳入減となったものから御

説明いたします。 

 下から５段目の高等学校等就学支援負担金

や29ページの下から５段目の新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金について

は、補助対象人数や補助対象経費が見込みを

下回ったことによる減でございます。 

 次に、歳入増となったものですが、29ペー

ジの下から２段目の私立高等学校等経常費助

成費補助については、国庫補助単価が推計額

を上回ったことによる増でございます。 

 続きまして、歳出について説明いたしま

す。 

 31ページをお願いします。 

 下の段の教育費ですが、私学振興費として

122億6,100万円余の支出済額となっておりま

す。 

これは、私立学校に対する経常費補助金、

生徒への就学支援金や奨学のための給付金な

どでございます。 

 また、教育費については、３億5,700万円

余が不用額となっております。 

 不用額を生じた主な理由ですが、32ページ

の備考欄９番の私立高等学校等就学支援金事

業などにおいて、対象者が見込みより少なか

ったことによるものでございます。 

 続きまして、附属資料の２ページをお願い

いたします。 

 本年度に繰越しとなった事業について御説

明いたします。 

 私立学校等物価高騰対策補助については、

年度内の申請、給付完了が困難なためやむを

得ず繰り越したものですが、年度内に執行見

込みでございます。 

 私学振興課は以上です。 

 

○阿南市町村課長 市町村課でございます。 

 説明資料の34ページをお願いします。 

 まず、歳入について、不納欠損額及び収入

未済額はございません。 

 次に、下から２段目、国庫補助金の物価高

騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、ＬＰ

ガス使用世帯を支援する市町村へ助成する事

業の財源です。 

 収入済額がゼロになっていますのは、本事

業による支援対象期間が令和５年10月から令

和６年４月までと年度をまたぐことから、国

からの交付が事業完了後の令和６年度となる

ためです。 
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 ページ飛びまして、37ページをお願いしま

す。 

 次に、歳出ですが、下から４段目、地域振

興局費は、広域本部、地域振興局の運営など

に要した経費となります。 

不用額は、入札残及び経費節減などに伴う

執行残です。 

 38ページをお願いします。 

 自治振興費は、備考欄、事業の概要に掲げ

た１から11までの事業に要した経費となりま

す。 

翌年度繰越額は、後ほど附属資料にて御説

明いたします。 

 不用額は、主に１の復興基金交付金で約２

億、２の物価高騰対応交付金で約５億となっ

ています。２つの交付金は、いずれも市町村

事業の助成ですが、実績額が見込みを下回

り、執行残が生じたものです。 

 40ページをお願いします。 

 熊本県市町村振興資金貸付事業特別会計と

なります。 

 まず、歳入については、不納欠損額及び収

入未済額はございません。 

 41ページをお願いします。 

 次に、歳出ですが、上段の貸付金は、くま

川鉄道の復旧のために人吉市へ貸し付けたも

のです。 

不用額が生じた理由は、人吉市への貸付額

が限度となったこと、待ち受けで２億円を確

保していましたが、他団体からは貸付申請が

なかったことによるものです。 

 次に、別冊附属資料の３ページをお願いし

ます。 

 繰越事業について御説明いたします。 

 この３つの事業は、いずれも市町村に対す

る交付金ですが、市町村の事業が令和５年度

までに完了しないことから、翌年度へ繰り越

しているものです。 

 進捗状況としましては、上段の事業は年

内、中段の事業は年度末までに完了見込み、

下段の知事選関係は７月までに完了しており

ます。 

 市町村課は以上です。 

 

○楠消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 説明資料の42ページをお願いいたします。 

 まず、歳入についてですが、不納欠損額、

収入未済額ともにございません。 

 次に、予算現額と収入済額との差が大きい

ものにつきまして、43ページをお願いしま

す。 

 ２段目の新型コロナウイルス感染症対応地

方創生臨時交付金につきましては、1,540万

円余の差となっておりますが、これは、新型

コロナウイルス感染症対策として防災消防航

空センターや消防学校で使う資機材等の整備

を行いましたが、当該交付金の交付実績が見

込みより少なかったことによるものでござい

ます。 

 続きまして、歳出について御説明いたしま

す。 

 45ページをお願いいたします。 

 中段の防災総務費につきましては、防災消

防ヘリコプターの管理運営などに係る経費で

ございます。 

不用額1,628万円は、ヘリコプターの運航

に必要な点検及び整備委託の執行残及び経費

節減に伴う執行残でございます。 

 下段の消防指導費につきましては、消防学

校の管理運営や訓練棟の再整備などに要する

経費でございまして、不用額3,068万円余

は、消防学校の教育訓練機能強化事業の入札

に伴う執行残及び経費節減に伴う執行残でご

ざいます。 

 翌年度繰越額につきましては、附属資料で

説明いたします。 

 附属資料の４ページをお願いいたします。 

 上段の市町村等消防施設整備補助事業は、

市町村が購入する消防車両の発注に不測の日
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数を要し、年度内の事業完了が困難となり繰

り越したものですが、９月末に支払い完了い

たしました。 

 下段の消防学校教育訓練機能強化事業は、

消防学校本館及び寄宿舎の設計に係る各種手

続に不測の日数を要し、事務費の一部を繰り

越したものですが、今年度末までに完了の見

込みでございます。 

 消防保安課は以上になります。 

 

○花房税務課長 税務課です。 

 決算の説明の前に、監査結果の指摘事項を

説明いたします。 

 県政情報文書課の説明の際に御覧になりま

した１枚ペーパーを再度お願いいたします。 

 指摘事項は、２番の県税の誤りについてで

す。 

 (1)は、自動車税種別割の法改正に伴う県

税条例改正が遅れ、過大な徴収となり、還付

をしたものです。 

 (2)は、法人県民税について、システムの

処理誤りで督促状が発行され、二重の納付と

なり、還付をしたものです。 

 適正に事務処理を行い、組織的チェックに

より再発防止策を徹底するよう指摘がござい

ました。 

 裏面をお願いいたします。 

 事案の概要です。 

 (1)の自動車税の件ですが、平成31年度の

条例改正で、ロータリーエンジン搭載の自動

車税種別割に関し、エンジン総容積量に1.5

を乗じた数値を総排気量とみなして税率を適

用する旨の規定が漏れておりました。 

 実務上は、本来課税すべき税率で課税し徴

収しておりましたので、結果的に条例附則に

規定がない分を多く徴収しておりましたの

で、対象者に還付をしました。 

 納税者や件数等につきましては、表のとお

りです。還付額は1,034万円余でございま

す。 

 (2)は飛びまして、下の対応状況の(1)で

す。 

 本年１月に謝罪文を送付、２月議会におき

まして条例改正を御承認いただき、３月中に

還付手続を終えております。今後、組織的な

確認体制を強化してまいります。 

 もう一度上の事案の概要にお戻りくださ

い。 

(2)でございます。 

 法人県民税の誤りにつきましては、本税は

申告税でございますので、申告は電子で行わ

れ、納付は法人が記載する納付書により行わ

れますが、納付書の記載ミスなどによりエラ

ーが発生することがございます。このエラー

と納付書を突合することで収納処理を行いま

すが、こうしたエラーの事務処理誤りなどに

より誤って督促状が発送され、二重納付とな

った案件が２件発生しております。 

 下に飛びまして、対応状況の(2)ですが、

説明、謝罪を行い、二重納付分を還付しまし

た。月例処理の前日までに再度確認を行うな

ど再発防止を行ってまいります。 

 指摘事項の説明は以上です。 

 続いて、決算状況でございます。 

 説明資料の47ページをお願いいたします。 

 47ページの県税の決算状況でございます

が、１段目の県税の欄を御覧ください。 

 予算現額は1,646億7,028万円余を見込んで

おりましたが、調定額は1,714億2,534万円

余、収入済額は1,694億7,276万円となってお

りまして、比較しますと、48億247万円余の

増収となっております。 

また、不納欠損額は１億9,886万円で、収

入未済額は17億5,372万円余となっておりま

す。 

 収入未済額は後ほど説明いたします。 

 ２段目以降が税目ごとの状況です。 

 上から２段目の県民税の増収は、賃金上昇

に伴う個人所得の伸びによるものと捉えてお

ります。 
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 中ほどの事業税の増収、これは法人事業税

がその多くを占めますが、外形標準課税対象

法人の納税額が増えたことなどが要因と捉え

ております。 

 49ページをお願いいたします。 

 ２段目の地方消費税の増収は、景気の回復

基調に沿ったものと捉えております。 

 一番下の段の地方消費税清算金以降は、県

税以外の収入です。 

 51ページをお願いします。 

 大きな２段目に寄附金とございます。いわ

ゆるふるさと納税に係る寄附金収入の減収

は、寄附額が見込みを下回ったものです。 

 最後の段の諸収入ですが、これは主に県税

に付随する延滞金と加算金によるものです。 

 続いて、県税の収入未済額の状況につきま

して、附属資料をお願いいたします。 

 附属資料の７ページでございます。 

 ２番目の収入未済額の過去３か年の推移で

すが、一番下の合計欄を御覧ください。 

 令和５年度は、17億5,372万円余です。こ

こ数年は、ピーク時でありました平成21年度

の３分の１程度で堅調に推移しております。 

 １行目の個人県民税が大きな割合を占めま

すが、本税につきましては、市町村と連携を

取りながら着実に対策を進めてまいります。 

 なお、下から３行目の軽油引取税２億

6,106万円余は、軽油の流通の仕組み上、徴

収を一旦猶予する場合があるためでございま

すので、この未収金は、後日納付され、解消

しております。 

 ８ページをお願いします。 

 ３番、収入未済額の状況です。 

 税目ごとに、納税交渉中、分割納付中、差

押えなどの法的措置を取っているもの、ま

た、執行停止を行っているもの、こうした状

況を件数、金額で整理したものでございま

す。 

こうした進行管理をきちんと行いながら、

着実な滞納整理を進めてまいります。 

 ９ページです。 

 令和５年度の未収金対策です。 

 四角の中の１番、実施した取組内容の(1)

滞納整理の推進ですが、税負担の公平性の観

点から、適正かつ厳正に取り組み、滞納者の

個別状況も的確に把握した上で対応しており

ます。 

 (2)の個人県民税の徴収強化対策ですが、

各広域本部の特別対策班を中心に、市町村へ

の支援を実施してまいりました。 

 こうしたことにより、２番の取組の成果に

ありますように、(1)徴収率では、前年並み

の98.9％を達成しております。 

(2)滞納繰越額は、17億5,372万円余となっ

ております。先ほど申し上げましたように、

ピーク時、平成21年度の３分の１分程度で推

移しております。 

(3)重点税目の徴収率は、個人県民税、自

動車税種別割ともに前年並みとなっておりま

す。 

(4)その他の成果としましては、コンビニ

収納やクレジット決済、スマホ決済、こうし

たことの納税環境の整備が進み、自動車税種

別割の納期内納付率は84.3％と、８割を超え

るものとなっております。 

 ３番、令和６年度以降ですが、これまでの

対策を継続し、(2)の個人県民税の徴収強化

対策を市町村と一体となって取り組んでまい

ります。 

また、(3)にありますように、納税者の利

便性を確保するため、その時々に合った多様

な納付方法を提供し、納期内の納付率などが

向上するよう、納税者へ周知広報を行ってま

いります。 

 次に、歳出です。 

 もう一度説明資料にお戻りいただきまし

て、53ページです。 

 中ほどの税務総務費は、税務行政の管理運

営に要する経費、その下の賦課徴収費は、納

税者に対する過誤納還付金などの経費で、不
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用額は、執行残、経費節減等によるもので

す。 

 54ページ、１段目の諸支出金ですが、次の

ゴルフ場利用税交付金から57ページの法人事

業税交付金までは、県に納付されました税収

の一定割合を法令に沿いまして市町村に交付

する交付金等でございます。 

不用額は、いずれも交付額が予算の見込み

を下回ったことによる執行残でございます。 

 税務課は以上です。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 なお、質疑は、該当する資料名並びにペー

ジ番号を述べてからお願いします。 

 それでは、質疑はありませんか。 

ありませんか。 

 

○松田三郎委員 決算委員会、私、過去に何

回か委員になったことありますけれども、大

体、税務課長御説明ありましたように、税の

滞納等々、必ず質問なり出るんだろうと思っ

ております。 

 今附属資料の９ページ辺りでしょうかね、

申し上げましたように、過去に委員を務めた

ときも、毎年毎年でしょうけれども、ここ数

年、やっぱり税務課をはじめ、かなり努力と

か工夫をしていただいて、まあ金額の増減と

いうのは年度によって特徴があって、金額だ

けは増えても件数が減ったとか、いろいろな

事情があるので、我々も金額だけで増えたか

らけしからぬとか、減ったからよかったとい

うような評価は差し控えるべきなんだろうと

思っております。 

 要は、私、以前も申し上げましたが、県の

職員の方々が、何ていうか、徴収のために、

あるいは滞納した方に納付してもらうため

に、非常に、我々が知らないところを含め

て、電話であるとか訪問であるとか、その他

時間と労力と、一部はお金をかけて、そうい

う努力をしていただいておると。 

 今、冒頭総務部長おっしゃったように、働

き方改革等々もありますので、県庁の方々、

あんまり負担をかけ過ぎて、それで数字が減

ったからいいというのも簡単には言えないだ

ろうと思っております。 

 ですから、ここ数年、いろいろな努力もし

ていただいておると思いますが、まず前提と

して、これは何かそういう話からは言いにく

いことですけれども、例えば、払うほうの立

場になると、いろいろな払い方が出てくる

と、より協力していただきやすくなるんだろ

うと思います。 

 数年前からあるこのコンビニ収納とかクレ

ジット決済というのは、まあ初歩的な質問で

大変恐縮ですが、例えば10万円をクレジット

とかコンビニで納付しようというときに、そ

の人は、基本的に多分手数料払わないでしょ

うから、その分は県がそのカード会社とかの

ところに手数料を払うと10万丸々は入ってこ

ないという、簡単に言うとですね、そういう

仕組みになっているんですかね。 

 

○花房税務課長 税務課です。 

 今委員がおっしゃったとおりでございま

す。県のほうから、少し細かく言いますと、

地方税共同機構と各都道府県が一体となって

進めておりますこういったクレジットであり

ますとかアプリ決済、こうしたものの手数料

につきましては、県のほうで１件当たり数十

円と、そういう規模で払っていくものでござ

います。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員 じゃあ、変な言い方ですけ

れども、コンビニ収納は簡単ですよ、クレジ

ット決済は簡単ですよって言うけど、たくさ

んの方が利用されると、それだけ手数料で県

の正味の実入りが少なくなってくると、ま
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あ、それがいけないという意味じゃないんで

すけれども、そういうことになるんですか

ね。 

 

○花房税務課長 １件当たり幾らあるいは金

額当たり何％ということでございますけれど

も、やはり一定程度の負担というのは行政の

ほうで持つことになります。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 どうですか、以前、例えば

もうなかなか取立てといいますか、何という

か、徴収というか、滞納者の方々に対応する

というのは、さっき言いましたように、負担

も大きいならば、税金の場合、非常に規制と

かルールが厳しいんでしょうけれども、全く

の第三者というわけにはいかぬけれども、ど

こか、まあ取立て屋さんじゃないけれども、

第三者に一部任せてというのは、何かそうい

う要素は取り入れたという話は聞きましたけ

れども、税務課長として、例えば、ここはこ

ういうふうにできるならば、もうちょっと職

員の負担が少なくて効果を上げられるんだろ

うけどなというものが――ここに書いてある

のを見れば分かるんでしょうけれども、何か

ありますかね。 

 

○花房税務課長 ありがとうございます。 

 やはり職員の負担あるいは職員定数、そう

いったことを考えますと、今の時代からいろ

いろ今後のことを考えていく必要はあるかと

考えております。 

 今資料で書いておりますようなクレジット

決済あるいはアプリ決済、こうしたことによ

りまして、ここ10数年の間に一気に納期内の

納付率が向上した、こういったことは事実で

ございます。ですから、今後も新たな、スマ

ホでありますとか、そういったいろんな形態

を通じまして、様々な納付方法が考えられる

と思います。 

 こうしたことには迅速に対応いたしまし

て、納税者の方の納税環境を整備し、私ども

徴税吏員も、少しでも負担を減らせるよう、

少しでも楽ができるような体制は取ってまい

りたいと思います。 

 なお、どこかに丸ごとといいますか、先ほ

ど委員がおっしゃいました、徴収をどこかで

してもらうというのも、少しずつ、いろいろ

ほかの自治体の要素もお聞きしながら、また

検討は進めてまいりたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 はい。分かりました。 

 最後に、ここにも書いてありますように 

――まあ、ざっくりした話ですね。このペー

ジの３の(1)に書いてあるように、税負担の

公平性の観点というのはよく聞くフレーズで

ございまして、極端に言うと、例えば10円の

滞納に対して、時間と労力と職員を総動員し

てという意味合いもあるんだろうと思います

が、滞納、払わぬ人のほうがもうけてしまう

というようなことは社会として避けなければ

ならないんだろうと。 

 ただ、それを考えると、例えばその後裁判

だどうのこうのってなると、今で言う、どう

ですか、コストパフォーマンスからいくと、

非常に大変なんだろうと思う反面、課長や部

長から、まあ、お金かかるけん、こっちはも

うあんまりやらずにこっちやりますっていう

わけにもいかぬとだろうとは思いますが、今

後、我々も、決算委員会をはじめいろいろな

ところで、何ていうか、頭に入れておかなけ

ればならないのは、やっぱりあれですか、ゼ

ロを目指して――当たり前のことですけれど

も、とか、下がっていくのを目指すというこ

とを理解しておけばいいということですか。

何か分かりにくい質問ですね。すみません

ね。 

 

○花房税務課長 やはり、こうした公的な租
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税あるいはそれに近しいようなものにつきま

しては、今委員がおっしゃいましたように、

ゼロを目指すというのが本来の形であろうか

と思いますけれども、やはりどうしても生活

に困窮されている方あるいは経済の状況によ

りまして、なかなか御納付、御負担が難しく

なるケースもございます。 

 これが、先ほどの率で言いますと、どうし

ても毎年全体として１％程度は、収入の未済

といいますか、お支払いができてない、そう

いった数字は１％前後程度は出てまいりま

す。 

 これは、やはり、そういった方の負担に寄

り添う、そういった中でどうしても出てまい

りますので、ゼロを目指すと言いながらも、

そこはバランスを取りながら進めてまいりた

いと考えております。 

 以上です。 

 

○松田三郎委員 はい。分かりました。 

 ほかのページにもありますように、今おっ

しゃった、例えば、分割納付中とか、所在不

明とか、非協力的という何か原因もあったり

しますので、そういうのは別として、なかな

か景気とか、その方の経済状況によって同情

すべき方ももちろんいらっしゃって、それが

１％、数％ということだろうと思っておりま

す。 

 要は、さっき言いましたように、なかなか

職員の方の負担があんまり大きくなるのは、

例えば、我々も、やれ額が増えたじゃないか

とか決算委員会であんまり言い過ぎると、そ

こにしわ寄せが来るのかなという反省も込め

て、一応ここ数年頑張っていただいているな

というようなことを申し上げたいと思って発

言した次第でございます。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質問ありませんか。 

 

○本田雄三委員 御説明ありがとうございま

した。 

 私も関連してでございますけれども、今回

２回目でありますけれども、前回御説明をい

ただいた折に、債権の回収の業者、サービサ

ーさんとかを活用されているというふうに認

識をしていたんですけれども、８ページのこ

の法的措置の件数が、これは単年度ではない

と思いますけれども、ずっと続いてこういう

ふうになっているかと思うんですが、今、松

田委員がおっしゃったように、この法的措置

あたりは、もう明確にそういう債権の皆さん

方に委託をされたほうが少しでも滞納件数が

減るのではないかなと思うんですけれども、

相手がいらっしゃって、交渉中のところはや

むを得ないとしても、法的措置等を講じると

いうことであれば、職員さんの手から離した

ほうが少しでも業務量が減るのではなかろう

かと思いますけれども、いかがでございまし

ょうか。 

 

○花房税務課長 法的措置、こういったもの

につきましては、税法、法令によりまして徴

税吏員、こういった立場、身分を備えた職員

が一義的には進めてまいるものと心得ており

ます。 

 今委員からの御提案もございましたよう

に、今後、そうした委託でありますとか民

間、そういった部分のお力もお借りしながら

進めていくような時代も来るかと思っており

ます。 

 そういったことに備えまして、少し、先ほ

ども触れましたように、ほかの自治体の状況

も勉強しながら、少し研究は進めておきたい

なと思っております。 

 以上でございます。 

 

○本田雄三委員 状況は分かりました。 

 やはり費用対効果で、そういう部分、職員

の方が対応される部分がいいのかどうかとい
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うのは吟味していただいて、効率よく進めて

いただければと思います。 

 ありがとうございました。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質問ありませんか。 

 

○岩田智子委員 どこなのかちょっと分から

ないんですけれども、昨年度、令和５年に旅

行の助成金の第三者委員会が立ち上がりまし

たよね。多分、それはこの会計の中に入って

いるんだと思うんですけれども、第三者委員

会が意外と長い期間あったし、私も全然第三

者委員会のことを存じ上げないんだけれど

も、それに関するお金というか支出というの

は、どこを見れば分かるのでしょうか。それ

で、幾らぐらいだったのか分かるんでしょう

かね。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。 

 第三者委員会の運営は人事課のほうでやっ

ております。 

ちょっと数字のほうは確認させていただけ

ればと思います。 

 

○岩田智子委員 第三者委員会は１件だけだ

ったですよね、人事課の担当は。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。 

 はい。昨年度は１件だけでございます。 

 

○岩田智子委員 分かれば教えてください。 

 

○内野幸喜委員長 今分かるわけじゃないん

ですよね。 

 

○岩田智子委員 後でいいです。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質問ありませんか。 

 

○竹﨑和虎委員 御説明ありがとうございま

した。 

 別の会合で一度お尋ねをしたことがあるん

ですが、その進捗も含めてまた伺わせていた

だければと思うんですけれども、部長の概要

説明、最初の中で、業務量に応じた人員の配

置や働きやすい環境、これを整備したことに

よって、令和５年度は、前年度に比べ１人当

たりの勤務時間がちょっと、１割削減された

んですよとかあったところなんですけれど

も、不動産取得税なんですけれども、この附

属資料の８ページ辺り出てきているやつなん

ですけれども、これに関して、熊本は取得し

てから通知が来るまで１年ぐらいかかると、

非常に遅いという話を聞いていますというお

尋ねをしたんですよ。 

 そういった中で、県央の税務部から県北の

税務部さんのほうに、この不動産取得税、向

こう強化しとるもんですから、人を派遣する

ということで、もともと遅いよと言われてい

るのに大丈夫なんですかと。で、電子化やデ

ータ入力に関しても、市町村さんと連携した

り、総務部さんで何かやられているのがある

から、そういうのを使ってみたいな感じだっ

たんですけれども、今後どうやってそこを対

応していこうとかあれば教えていただきたい

んですけれども。 

 

○花房税務課長 不動産取得税のお話をいた

だきました。 

 今委員からもございましたように、不動産

取得税、特に、今お話しありましたように、

県北エリアのほうでは、半導体関連の集積、

それに伴います様々な物件の構築、竣工が今

後――今も進んでおりまして、今後も進んで

まいるかと思います。 

 そういった中で、不動産取得税の件数、こ

ういったものも増えてくるかと思いますの

で、県の税務当局の組織の中で、県北広域本

部あるいは県央広域本部、こういった中で、

マンパワーを調整しながら、協力しながら進
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めてまいりたいと考えております。 

 これはまだアイデアのレベルでございます

けれども、こういったものも、先ほどの徴収

の部分の委託でありますとか、そういったお

話もございました。こういった家屋、建物の

評価の民間委託の活用でありますとか外部委

託、そういったものが研究できないかという

ものは、今私も個人的には考えておりますの

で、今のアイデア、御提案につきましては、

私のところで一度勉強させていただきたいな

と思っております。 

 以上でございます。 

 

○中村理事 すみません。県央広域本部長も

兼ねておりますので、今の点についてお答え

いたします。 

 県央広域本部のほうで、不動産取得税にお

きまして、その土地を買ったりとか、中古住

宅を買ったりとかいったときの不動産取得税

でございますが、通常６か月ぐらいで課税の

通知を出すということになっておりますが、

熊本地震や令和２年７月豪雨の災害があっ

て、その関係でＢＣＰで少し事業の優先順位

をつけたために、１年とかかかって納入通知

を発送したということがあったところでござ

います。 

 その状況でございますが、現在、ほぼ大体

解消できて、来年度には通常どおりに戻る形

になっているところでございます。 

 そういう中で、県央のほうから県北のほう

へというところでございますが、これに関し

ましては、建物の評価をやっていかないとい

けないところでございますが、それは県北の

ほうで増えているところでございまして、そ

ういった中で特に工場とか何かそういったも

のに関してはかなり難しいところがあります

ので、そういったベテラン職員のほうが県央

広域本部税務におりますので、その職員のほ

うを応援に出して支援していくという形でや

っているところでございます。 

 いろいろ人のところで御心配をいただいて

いるところでございますけれども、現状はそ

ういうような形で進めておりまして、問題な

く今後課税の通知等発送できる形でやってま

いります。 

 

○竹﨑和虎委員 ぜひ取り組んでいただきた

いと思っているんですけれども、以前もちょ

っと申し上げましたけれども、自動車税はか

ったり５月上旬に来るんですよね。で、５月

末に払わなきゃいけないということで、まあ

納税意識の問題ですよ。不動産を取得して、

そのときはそれに対する不動産取得税を用意

しているんですけれども、１年ぐらいして来

ると、なんやこれっていう感じで、もう納税

意識がやっぱり低下して、そこがこの８ペー

ジのやつにつながっているところもあるかも

しれないものですから、そこの意識を、やが

て来ますよとか、それは誰が言うかは別とし

て、そこの不動産屋さんが言うのか、入られ

る方いらっしゃいますよね登記とかで、そう

いった方から伝えていただくようなことをや

られたらいかがかと思いますが。 

 

○中村理事 すみません。まさに御指摘のと

おりだと思っています。 

 納税意識の部分、非常に大事でございます

ので、そういった中で通常の期間を超えてい

くような場合とか、あるいは６か月も結構期

間がありますので、そういった司法書士であ

ったり、不動産屋さんたちからお知らせがで

きる形ができないか、そういうのも含めて検

討して対応してまいりたいと思います。 

 

○竹﨑和虎委員 ほかのですね、例えば任意

で入る自動車保険とか、いろんな保険とか来

るんですよね、１か月ぐらい前には。満期と

いうか、次、年度どうしますかみたいなの

が。そういったところを出されたらいかがと

思うものですから、しっかり取り組んでいた
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だければと思いますし、業務のほうに負担が

かからないようにもしていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。 

 岩田委員の先ほどの御質問でございました

が、３ページの人事課のページの歳出に関す

る調べのところでございます。 

人事管理費というのがございます。こちら

の右側に、課の運営費の人事課諸費等という

のがありまして、ここの予算でございまし

て、全体で約900万の支出をしております。

主に委員の報償費ということで、弁護士先生

方にお支払いした分でございます。 

 

○岩田智子委員 ありがとうございます。 

 ３人弁護士さんがいらっしゃって、３人分

ということですね。 

 

○寺本人事課長 はい。 

 

○岩田智子委員 分かりました。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質問ありませんか。 

 

○池田和貴委員 すみません。まず、部長の

挨拶に、職員の定数管理について、６月に定

員管理の基本方針を定めましたということ

で、令和６年度の実績数4,151人を、令和６

年度には4,229人に、前の――減らすんじゃ

なくて、令和６年度に維持させることにし

て、職員数は現在から80人増加することにし

たというような説明がありました。 

 私も、前監査委員をしていたときに、実際

に回ってみると、管理をしなきゃいけないと

ころに人が１人しか配置されなくて、この人

が病欠したらどうするんだろうとか、会議と

かで呼び出されたらどうするんだろうかと、

そうしたら課内でやっているということだっ

たんですけれども、やっぱりそういうことを

考えると、かなりずっと行政の職員さんが減

ってきて、本来やるべきところに目が届かな

いようなところも出てきているんじゃないか

というふうに思っておりました。 

 あわせて、災害を幾つかやっぱり経験しま

すと、そのとき急激に増えるその対応に対し

てどうかということもありますし、それと、

行政に対する、いわゆる行政がやらなければ

いけないことも、これも項目増えてきている

と思うんですね。一部市町村に移譲したりと

いうところもありますけれども、でも、それ

でも助言やそういったものが必要になってき

ますので、そういった意味でも大変かなと思

って、その中でこの管理、増えたということ

は、やっぱり現状に合わせることが必要なん

だろうなというふうに考えております。 

 その中で、これは採用を増やしてるという

ことなんですけれども、これは、中途で辞め

られる若い職員さんたちも各自治体では非常

に増えてきているみたいな話も聞くんですけ

れども、そういうことも踏まえてこの人数は

どういうふうに考えるのかということと、あ

わせて、県庁の中で、いわゆる中途で退職さ

れる方の人数、それはどういう推移になって

いるのか、ちょっと教えていただければなと

いうふうに思います。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。御質

問ありがとうございます。 

 まず、中途採用の状況についてお答えいた

します。 

 採用形態幾つかございまして、大卒程度、

高卒程度ということで、通常新卒の採用をや

る手法と、あと、中途で民間経験の方ですと

か、ほかの自治体を経験されている方も含み

ますけれども、民間経験者枠ということで、

一定程度採用枠を準備させていただいている

ところでございます。 

 あと１点、退職の状況なんですけれども、
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最近、自己都合退職の状況でいきますと、10

年前から比べると、やはり少し増えてきてお

りまして、２倍程度増加しております。 

 ちょっと具体の数字を申し上げますと、自

己都合退職ということで、26年度は29名でし

た。令和５年度、昨年度が54名ということ

で、約２倍に増えているという状況でござい

ます。 

 退職の理由はいろいろございますけれど

も、転職を理由とするものが多いというふう

に聞いております。若者の退職も増えており

まして、やはり若者の転職に対する価値観が

少しずつ変わってきております。抵抗が少な

くなっているというのがございまして、そう

いった影響があるんじゃないかなというふう

に考えておるところでございます。 

 

○池田和貴委員 ありがとうございました。 

 やっぱり数字的に見ても、中途で退職され

る若い人たちも増えてきているというのもあ

りますよね。あと、やっぱり県の職員をそれ

ぞれ維持していくということが、今までの考

え方だけで本当にできるのかどうかというの

は、もう以前から考えられていると思います

けれども、それをもう実行に移さざるを得な

くなっている時期に来たのかなというふうに

思います。 

 そういう意味で、その中途採用も、本当今

までどおりでいいのかとか、そういうのも含

めて、いわゆる県庁がやらなければいけない

職務を遂行するために、本当に必要な人数を

どうやって確保していくかということをやっ

ぱり考えていく必要があるんじゃないかなと

いうふうに思いましたので、ここについて

は、定員の基本方針の中に細かく書いてある

かもしれませんけれども、それとの中でぜひ

努力をしていっていただきたいなというふう

に思います。 

 すみません。以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質問ありませんか。 

 

○岩田智子委員 私も、すごく池田委員の今

の意見に気になっていたところでした。 

 部長が最初の説明のところで、いろんなイ

ンターバル制度とか職員が働きやすいように

男性の育休を増やすとかいろいろお話をされ

て、今後は、カスタマーハラスメント対策に

も取り組みますというふうにおっしゃって、

ここはちょっと気になって、県庁ってあんま

り窓口業務とかがないので、市役所とかいろ

んな役場と比べるとカスタマーハラスメント

とかをあまり聞かなかったんですが、県庁の

中でもやっぱりこういう対策が必要なことに

なっているのかなということで、ちょっとお

話聞かせていただければと思います。 

 

○寺本人事課長 人事課でございます。 

 県庁におきましても、市町村と比べると窓

口は少のうございますけれども、例えば、電

話対応ですとか、あと来客される方でやはり

カスハラに該当するようなことをおっしゃる

ような、発言される方とか一部いらっしゃい

ます。 

 昨年９月にカスハラの実態調査をさせてい

ただきまして、それは電話対応に特化したア

ンケートでございました。それでも、各所属

で、やはり一定程度長時間にわたって拘束さ

れるですとか、あと職員に対して人格を否定

するような発言があるとか、そういった結果

が出ております。 

 今年度、また実は新たにアンケート調査、

詳細な調査をしておりますので、その調査結

果を踏まえまして、対策どういうのを講じる

かというのを考えていきたいと思っておりま

すが、電話でのカスハラ対策としては、例え

ば録音機をつけて少し防止につながるような

対策をするとか、あと、ほかの市町村とか、

県でもですけれども、マニュアルですね、対

応マニュアルを作っているところもございま
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すので、そういったマニュアルを作るですと

か、そういったことを検討していきたいと思

っております。 

 

○岩田智子委員 ありがとうございました。 

 とてもその辺も気になって、働きやすさと

か、やっぱり中途退職とか、その辺がないよ

うに、皆さんが本当に働いて、今日もミスが

ちょっとありましたけれども、そういうミス

がないような体制を取っていかなくちゃいけ

ないなと思っています。もうしっかり応援を

します。 

 

○内野幸喜委員長 その他質問ありません

か。――なければ、これで審査を終了しま

す。 

 次回の第３回委員会は、10月18日金曜日午

前10時に開会し、午前に知事公室、企画振興

部、午後から健康福祉部の審査を行うことと

しておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 また、取りまとめのための第８回委員会の

開催日時について、さきに11月中旬予定とし

ておりましたが、調整の結果、11月15日午前

10時から開催しますので、御出席いただきま

すようお願いいたします。 

 それでは、これをもちまして本日の委員会

を閉会します。 

  午後２時26分閉会 
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